
平成 29年 6 月 20 日 

 

株 式 会 社  広 島 銀 行 

公益財団法人 ひろしま産業振興機構 

広 島 県 経 営 改 善 支 援 セ ン タ ー 

 

 

広島銀行、ひろしま産業振興機構および広島県経営改善支援センター 

の業務連携・協力について 

 
 

株式会社 広島銀行（頭取 池田 晃治）、公益財団法人 ひろしま産業振興機構（理事長 深山 英樹）、

および広島県経営改善支援センター（統括責任者 菅原 道雄）では、「広島県よろず支援拠点」の相談会

共催に係る「業務連携・協力に関する覚書」を締結しましたので下記のとおりお知らせいたします。  

記 

１． 業務連携・協力の概要 

（1）目的 

中小企業や小規模事業者の経営課題が多様化するなか、地域金融機関と外部専門機関が連携を 
深め、経営課題に応じた最適な解決策の提案を行うことで、地域経済の活性化を目指すものです。 

（2）締結日 

平成 29 年 6 月 19 日（月） 

（3）連携内容 

  広島銀行とひろしま産業振興機構が共催するテレビ会議システムを活用した「広島県よろず支援 
拠点」の相談会に、経営相談の内容に応じ、広島県経営改善支援センターの専門家が同席すること
で、これまで以上に最適な解決策を提案します。 

〔相談会初回開催日〕 

平成 29 年 6 月 23 日（金）（今後、継続的に毎月開催予定） 

 

※平成 28 年 9 月よりテレビ会議システムによる「広島県よろず支援拠点」の相談会を実施して 
おります。 

  （詳細については、平成 28 年 9 月 9 日ニュースリリースをご参照ください。） 

 

 

２．ご参考 

（1）新たに業務連携・協力する外部専門機関の概要 

広島県経営改善支援センター 

所 在 地 広島市中区基町 5番 44号 広島商工会議所ビル 5階 

代 表 者 統括責任者 菅原 道雄 

設  立 平成 25 年 3 月 

事業内容 公的な支援機関として、中小企業・小規模事業者が、一定の要件の下で、国の認定を

受けた経営革新等支援機関（認定支援機関：税理士・公認会計士・中小企業診断士・

弁護士等）に、経営改善計画の策定支援を依頼した場合に負担する計画策定支援費

用及びモニタリング費用の一部を補助する国の事業（経営改善計画策定支援事業）を

運営する。 

（広島銀行） （ひろしま産業振興機構） 



（２）本事業に関するこれまでの業務連携・協力先 

締結時期 外部専門機関名 

平成 29 年 1 月 一般社団法人 広島県発明協会 ・ 広島県事業引継ぎ支援センター 

 

以上 

 

 

 

 

 

本件に関するお問い合わせ先 

株式会社 広島銀行  

法人企画部 

事業性評価推進室  

副部長   房安 徹也 

担当副部長 上長者 貴裕 
 

℡（082）504－7183（直通） 

公益財団法人 

ひろしま産業振興機構 

中小企業・ベンチャー総合支援センター  

部長       池田 修 

チーフコーディネーター 瀧熊 弘之 
（広島県よろず支援拠点） 

℡（082）240－7701（直通） 

広島県 

経営改善支援センター 

 

統括責任者   菅原 道雄  

支援センター長 斉藤 博 
 
℡（082）228－3006（直通） 

 







平成 28 年９月９日 

 

株 式 会 社  広 島 銀 行 

公益財団法人 ひろしま産業振興機構 

  

 

 

 

株式会社広島銀行と公益財団法人ひろしま産業振興機構の連携による 

テレビ会議システムを活用した「よろず支援拠点」の相談会共催について 

 
 

株式会社 広島銀行（頭取 池田 晃治）と公益財団法人 ひろしま産業振興機構（理事長 深山 英樹）

では、「業務連携・協力に関する覚書」を締結しました。 

本業務連携の一環として、広島銀行のテレビ会議システム（※1）を活用した「広島県よろず支援拠点」
による相談会を共催しますので、下記のとおりお知らせします。 

  なお、地域金融機関のネットワークとテレビ会議システムを活用した「よろず支援拠点（※2）」による
相談会の開催は全国初の取組みとなります。 

※1 テレビ会議システム･･･大型モニタを通じ、映像と音声により、広島銀行内の本部と営業店を双方向に繋ぐもの 

※2 よろず支援拠点･･･中小企業や小規模事業者のさまざまな経営課題に対して、各分野の専門家（公認会計士、中小企

業診断士、ＩＴコーディデネーター等）が無料で相談対応するとともに、必要に応じて他の支援

窓口や施策を紹介するワンストップの相談窓口（各都道府県に設置） 

記 

 

１．「業務連携・協力に関する覚書」の目的について 

広島銀行では、これまで営業店において「よろず支援拠点」による出張相談会を開催（広島県内 
実績：平成 27 年度 27 回）するなど、お客さまの経営課題に応じた最適な解決策の提案に努めて 
まいりましたが、その取組みをさらに強化し、地域の中小企業や小規模事業者に対する経営支援を 
通じて地域経済の活性化を目指すものです。 
 

２．テレビ会議システムを活用した「広島県よろず支援拠点」による相談会の共催について 

（１）概要 

テレビ会議システムを活用することで、広島銀行の広島県内店舗（出張所を除く 118 ヵ店）に   
おいて「広島県よろず支援拠点」による相談会を開催できることから、遠方のお客さまでもお近くの
店舗でお気軽にご相談いただけます。 

その際には、広島銀行の行員も相談会に同席し、売上げ増加や事業承継等のさまざまな経営課題の
解決に向けた融資やコンサルティングのご相談にお応えしてまいります。 

（２）開催日 

平成 28年９月 21 日（水） 

・今後、継続的に毎月開催予定 
以上 

本件に関するお問い合わせ先 

株式会社 広島銀行  

融資企画部 地域密着型金融推進室  

室長    岡田 浩一 

担当副部長 上長者 貴裕 
 

℡（082）504－7183（直通） 

公益財団法人 ひろしま産業振興機構 

中小企業・ベンチャー総合センター  

部長        池田 修 

コーディネーター 畑 博士 
（広島県よろず支援拠点） 

℡（082）240－7701（直通） 

（広島銀行） （ひろしま産業振興機構） 

参考資料 
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